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【ポイント】 

●党法人格停止中の与党・種の運動党所属の現職議員等約 15名が、2027年の総選挙を視

野に新たな政治団体「Raices」の立ち上げを宣言。 

●政府は米国陸軍工兵隊と港湾開発に関する役務契約を締結。同契約により米工兵隊がケ

ツァル港の技術的調査などを実施する。 

●台湾のグアテマラに対する半導体技術支援の第一歩として、グアテマラ人技術者招へい

事業についての発表がなされた。 

●当地米国大使は民間セクターに対して中国との取引や同国の技術使用に伴うリスクを指

摘。 

●経済面では S&P社が当国国債信用格付けをこれまでより一段高い BB+に引き上げ。投資

適格である BBB-が目前となった。 

 

【本文】 

１ 内政 

（１）農牧大臣の交代 

８日、大統領府は、エストラーダ農牧大臣が健康問題を含む一身上の理由で辞任した旨発

表し、翌９日、後任人事として、マリア・フェルナンダ・リベラ新大臣の任命・就任を発表した。リ

ベラ新農牧大臣は、農業工学、応用経済学、経営学を修めており、これまで農牧省において

国際貿易専門官、国際協力局長、農村経済開発担当次官室顧問などを歴任した人物。 

 

（２）与党所属議員等が 2027年選挙を視野に新党結成を意思表明 

２５日、与党・種の運動党（党法人格停止中）所属の複数の現職議会議員等が、2027 年の

次期総選挙を視野に新党設立を目指し、政治団体「Raíces（ライセス）」の立ち上げを宣言し

た。新政治団体 Raíces の代表を務めるサムエル・ペレス議員は、「Raíces」は、現在、与党種

の運動党は法人格停止中であるため無所属扱いでの議会活動を強いられており、次回 2027

年選挙での出馬が（所属政党がないことにより）見通せない状況となっているため、この法

的・政治的な空白に対処すべく、新党結成を念頭に新たな政治団体 Raíces（ライセス）を立ち

上げたとしている。 

２０日、アレバロ大統領は、最近一部議員によるこうした動きが報じられる中、それぞれの

考えは尊重するが今は分裂や新党創設のタイミングではない等とコメントし、関係者に自重を

促していた。Raicesへの参加の意向を示しているのは種の運動党の国会議員 23名のうち約

15名とみられる。 



 

２ 外交 

（１）台湾による半導体分野の協力： 

５月１日付プレンサ・リブレ紙は、４月３０日に台湾の対グアテマラ支援として半導体技術の研

修事業が立ち上げられた旨報じた。同事業では、28 名のグアテマラ人が台湾に３週間滞在し、

材料分析技術、半導体デバイスの基礎知識、アナログ集積回路設計に関する研修を受ける

他、イノベーションセンターや半導体製造施設の見学を行う予定。マルティネス外相は、当国

の産業開発にとって重要な第一歩となるとして台湾政府に感謝の意を表した。 

 

（２）米国大使、民間との会合で中国との取引リスクを指摘 

 １６日付プレンサ・リブレ紙は、グアテマラ・米商工会議所（Amcham）と米国外安全保障諮問

委員会（OSAC）が開催し、180 の企業が参加したサイバーセキュリティ等を主題とする会合に

おいて、ブラッドリー当地米国大使が、中国の技術の使用や同国と取引を行うことにはリスク

が伴う旨警告したと報道。同大使は企業のセキュリティ担当者の能力向上の重要性を訴えた。

また、同大使は中国の影響力拡大に懸念を示しつつ、米国は同盟国と協力して、地域全体に

恩恵をもたらすことを目指すと強調。 

 

（３）米国は当国政府と港湾開発に関する役務契約を締結し、鉄道インフラ整備支援の可能

性も示唆 

２２日、グアテマラ政府と米国政府（陸軍工兵隊：USACE）との間で港湾開発（太平洋側ケ

ツァル港の拡張計画）に関する技術的調査・評価・設計等を目的とした役務契約が締結され

た。米国は、当国における鉄道インフラ整備についても、両国間での連携の可能性検討のた

め USACEを通じて支援していく旨表明した。 

 

３ 経済 

（１）マクロ経済 

ア 海外移民からの家族送金は前年比 9％増加の見込み 

３日付当地主要各紙は、米国等からの家族送金の動向につき、トランプ米政権の移民政

策の影響を受けた当国内の人々の消費行動にも言及しつつ、当国中銀の最新見通しにつき

報じた。2025 年の家族送金額は前年比 9％増の 234.5 億ドルとなる見込み。しかし、故郷の

家族はこれらを必ずしも消費に向けず、移民の強制送還リスクへの備え、蓄えに回す傾向が

あると指摘している。トランプ新政権における移民政策の不確実性による心理的要因が大き

い。 

  

イ 第一四半期の輸出額は前年同期比 10.7％増を記録 

 16 日付プレンサ・リブレ紙によると、2025 年第 1 四半期の輸出総額はコーヒーや砂糖など



の価格上昇が大きく影響し、前年同期比 10.7％増の 40 億 1,230 万米ドルを記録した。しかし

ながら民間セクターは 4 月に米国が導入した 10％の一律関税が第二四半期以降の輸出に

与える影響を懸念している。衣料・繊維部門では USMCAによる関税無税を享受するメキシコ

での生産を増加させる動きがみられる。 

 

（２） S＆P社は当国国債信用格付けを（BB＋）に引上げ 

報道によると S&P 社はグアテマラの長期ソブリン格付けを「BB＋」へ引き上げ、投資適格

（BBB－）が目前となった。S＆P 社は格上げの理由として①堅実なマクロ経済政策が継続し

ていること、②純政府債務残高の対 GDP 比が中南米で最も低い水準にあること、③健全な

外貨準備と財政的余力に基づく外部からの経済ショックへの耐性、④2025～2028 年の年平

均成長率が 3.0～3.5％の見通しでインフレ率も目標（中間値 4％）の範囲内で安定的に推移

していること等を挙げている。 

 

（３）１０月、モントリオール直行便就航へ 

 ６日付プレンサ・リブレ紙によると、グアテマラ観光庁（Inguat）は本年１０月にエア・カナダに

よるグアテマラ-モントリオール間の定期便(週 2 便)が就航すると発表した。 当地カナダ大使

館は、他国への乗り継ぎを目的とした 48 時間以内の滞在であれば、トランジット・ビザ取得が

可能としており、カナダが米国に代わる欧州への戦略的ハブとなる可能性を示唆している。 

 

（４）矢崎総業の効果で 7社がグアテマラへの投資を検討 

 １２日付プレンサ・リブレ紙は、矢崎総業によるグアテマラ進出が成功を収めたことを受け、

欧州・韓国・米国の少なくとも 7 社が、経済開発特区（ZDEEP）への投資を検討していると報じ

た。プラド経済次官は、トランプ大統領が他の同盟国の製品に対する高関税を発表する中、

グアテマラへの課税が一律関税 10％にとどまれば自動車部品企業等にとって魅力的な投資

先になり得ると述べた。 

 

（５）BID、農村部の電化促進に向け 2億 5千万ドルの融資を承認 

 １２日付ディアリオ・デ・セントロアメリカ紙によると、米州開発銀行（BID）は、グアテマラの農

村地域の電化を目的としたプログラムに 2 億 5 千万ドルの融資を承認した。同計画により約

7万世帯が裨益する見込み。 

 

 

《経済指標》 

◇主要経済指標◇ 
2025年 

2024年 2023年 
 ５月 ４月 

インフレ率（前年同月比） 1.69% 1.47% 2.88% 6.27% 



貿易収支（百万ドル） 1,478.0 1,457.2 △17,928.9 △16,124.2 

輸出（百万ドル） 1,422.7 1,375.2 14,561.4 14,194.3 

輸入（百万ドル） 2,900.7 2,832.4 32,490.3 30,318.5 

外貨準備高 （百万ドル） 26,798.60 26,034.800 22,452.40 21,319.4 

外国からの送金（百万ドル） 2,281.10 1,984.60 21,510.2 19,804.0 

為替レート（対ドル月平均） 7.68 7.70 7.76 7.85 

 


